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県子ども・子育て支援事業支援計画(素案)に対する意見募集結果

１ 意見募集・意見聴取の結果の概要

(1) パブリック・コメントによる意見

① 実施期間 平成 26年 12月 15日（月）～平成 27年１月 14日（水）
② 件数８件（２人）

③ 素案に関する主な意見及び意見に対する県の考え方

番 号 頁 項 目 御意見の要旨 御意見に対する県の考え方

１ １ 第１章１ 鹿児島県内の子どもの相対的 子どもの貧困の改善に向けた事

な貧困率や就学援助の実態等を 業計画につきましては，「子ども

踏まえ，子どもの貧困の改善目 の貧困対策の推進に関する法律」

標の設定や貧困改善に向けて抽 で，都道府県が策定するよう努め

象的・一般的な記述に留めるの ることとなっており，別途検討す

ではなく，具体的に数値目標を る予定です。 （子ども福祉課）

設定した事業計画を策定される

ことを求める。

２ １ 第１章２ 放課後子ども総合プランの推 放課後子ども総合プランについ

15 第４章４ 進のために，厚生労働省・文部 ては，市町村への説明会を開催す

科学省の平成 26 年 12 月 26 日 るなど制度の周知に努めていると

付けの「『放課後子ども総合プ ころです。

ラン』等に係るＱ＆Ａ」を県内 なお，「『放課後子ども総合プラ

の市町村へ周知徹底をしていた ン』等に係るＱ＆Ａ」については，

だきたい。 市町村へ送付し周知しています。

（青少年男女共同参画課）

３ 15 第４章４ 一体型の放課後児童クラブ及 御意見の趣旨については，今後，

び放課後子供教室を学校の空き 市町村の取組を支援する際などの

教室で実施する場合，５時まで 参考とさせていただきます。

は放課後子供教室で，５時以降 （青少年男女共同参画課）

は放課後児童クラブとして運用

するのではなく，事業計画を作

成するのであれば，それぞれの

事業のニーズと実績を踏まえ，

各々の事業の拡充を図る計画と

することが重要である。
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番 号 頁 項 目 御意見の要旨 御意見に対する県の考え方
４ 15 第４章４ 地域子ども・子育て支援事業の ① 地域子ども・子育て支援事業

推進について については，現在の利用状況や
① 鹿児島県内の子どもの相対 今後の利用希望を踏まえ，各市
的な貧困率や就学援助の実態 町村が数値目標を設置すること
等を踏まえ，具体的に数値目 となっています。
標を設定した事業計画を策定 子どもの相対的な貧困率や就
していただきたい。 学援助の実態等については今後

② 待機児童の把握（潜在的な の参考とさせていただきます。
待機児童を含む）をすること ② 地域子ども・子育て支援事業
により，学童保育（放課後児 の一つである学童保育（放課後
童クラブ）の量の見込みと確 児童クラブ）の量の見込みと確
保方策の目標数値を設定して 保方策の数値目標の設定は各市
いるかどうかを把握していた 町村で行うこととなっています。
だきたい。 市町村は，計画策定にあたり

③ 学童保育の利用世帯の経済 県と協議を行うこととなってい
状況の把握をしていただきた るため，県は各市町村の目標数
い。 値を把握することとなっていま

す。
③ 御意見の趣旨については，今
後の参考とさせていただきます。

（青少年男女共同参画課）
５ 15 第４章４ 放課後子ども総合プランに基 御意見の趣旨については，今後

づき県が設置する「推進委員会」 の推進委員会の委員選任にあたり
の委員選任にあたっては，学童 参考とさせていただきます。
保育の運営主体の状況を考慮し （青少年男女共同参画課）
た人選とすることが必要であ
る。

６ 15 第４章４ 放課後児童クラブについて 御意見にある広域行政としての
全国的には，「３年生まで」 県の役割については，子ども・子

という学童保育もまだ５割弱あ 育て関連３法の趣旨を踏まえ，「第
り，大規模化を解消することを １章１計画策定の趣旨」に記載し
理由として，高学年の子どもの ているところです。
入所を制限している自治体や施 なお，放課後児童クラブの補助
設がある。 対象は１０人以上でしたが，平成
施設面では，老朽化した施設 ２７年度から１０人未満でも補助

・設備の改善を多くの施設運営 対象となる予定のため，離島やへ
者が望んでいるが，その資金確 き地など子どもが少ない地域にお
保は厳しい状況にある。施設整 いても今より設置しやすくなると
備のための補助金の枠拡大や条 思われます。
件緩和が必要である。 （青少年男女共同参画課）
さらに鹿児島県は，離島やへ

き地を抱え小規模校における学
童保育の開設・運営が困難な地
域を多く抱え，結果，学童保育
を必要とする校区に開設ができ
ない状況がある。
広域行政として鹿児島県にあ

っては，県内の自治体において
確実な計画実行がなされるよう
財政的な支援と調整機能が求め
られる。
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番 号 頁 項 目 御意見の要旨 御意見に対する県の考え方

７ 16 第４章５ ① （放課後児童支援員の）認 ① 御意見の趣旨については，今

(2) 定資格研修事業では，研修と 後認定資格研修事業を実施する

認定事務を確実に実施してい にあたり参考とさせていただき

ただきたい。 ます。

すべての指導員が５年以内 ② 資質向上のための研修につい

に研修を受講できる規模・内 ては，「第４章５(2)地域子ども
容の計画とし，そのための予 ・子育て支援事業等に従事する

算を確保していただきたい。 者の確保と資質の向上に対する

② 県単位で行っている資質向 支援」において記載していると

上のための研修を，子ども・ ころです。

子育て支援法で県が支援計画 （青少年男女共同参画課）

で定めるべき事項として定め

られている「子ども・子育て

支援事業に従事する者の確保

及び資質の向上のために講ず

る措置に関する事項」として

位置づけ，それらの維持や拡

充を図ることができるカリキ

ュラムと講師陣の確保をして

いただきたい。

８ 子どもや保護者などの健康を 喫煙や受動喫煙が健康に与える

受動喫煙から守るため禁煙の啓 影響について，リーフレットやポ

発・講習，施設敷地内での禁煙 スター等の活用により県民への周

の徹底，受動喫煙防止条例の制 知を図っているほか，県内の市町

定などの対策が重要である。 村，各関係施設・団体を対象に毎

年分煙など受動喫煙防止対策の推

進について周知を図っているとこ

ろです。

また，受動喫煙防止対策に取り

組む飲食店又は喫茶店を「たばこ

の煙のないお店」として募集し，

ステッカーの交付及び県ホームペ

ージで紹介しているところです。

今後も引き続き受動喫煙防止対

策の推進に取り組んでまいります。

なお，子どもの健全育成の観点

から，未成年者の喫煙防止活動に

ついて，かごしま子ども未来プラ

ン後期計画（県次世代育成支援対

策行動計画）に記載しているとこ

ろです。

（健康増進課，青少年男女共同参

画課）


